
事業名：淀川総合水系環境整備事業 記入日：平成27年1月

チェック欄 内容

基準年度 基準年度を評価年度としているか ■ 平成26年度

全体事業における評価対象期間は整備期
間＋５０年間となっているか ■ H51年～100年（整備期間H1年～H50年）

残事業における評価対象期間は評価年度
の翌年度からの整備期間＋５０年間となっ
ているか

■ 51年～100年

費用について、評価時点の前後に社会的
割引率４％を適用し現在価値化をしている
か

■

便益について、評価時点の前後に社会的
割引率４％を適用し現在価値化をしている
か

■

費用について、「治水経済調査マニュアル
（案）巻末参考資料（最新版）」のデフレー
ターを用いて、物価変動を調整しているか

■ 平成26年2月版

残事業、全体事業それぞれの費用便益分
析において、残事業費（基準年度の翌年
度以降の事業費）±10％の感度分析を
行っているか

■

残事業、全体事業それぞれの費用便益分
析において、残工期（基準年度の翌年度
以降の工期）±10％の感度分析を行って
いるか

■

［上記によらない場合、その理由及び適用した資料等を記述すること］

デフレーター
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費用便益分析チェックシート
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